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1. 問題の提起
地域経済の活性化には民間企業の活動が重
要な鍵を握る｡ また､ 地域経済の活性化には
単に既存企業の活発な活動のみならず､ 新し
い企業の参入も大きな役割を果たす｡ この新
規参入を創業条件＝参入障壁との関係からと
らえると､ 二つの課題がある｡ 一つは資本障
壁であり､ もう一つは技術障壁である｡ この
二つの参入障壁を乗り越えてこそ､ 新規参入
は可能であり､ ｢起業｣ (start-ups) がさら
に継続された ｢企業｣ (going concerns) と
なるのである｡
これを時間軸からとらえると､ ｢現在｣ に
おいてこうした参入障壁を満たすほうが ｢将
来｣ においてよりも確実であり､ リスクが少
ないと判断されれば､ 現在において起業は活
発になるはずである｡ また､ この逆のケース
も生じて当然である｡ もし､ 日本において創
業率が低いと判断されているならば､ 日本の
潜在的起業家たちは現在の創業リスクをきわ
めて高いと感じていることになる｡ 経済活動
とはこうした時間的要素の影響だけではなく､
その空間的展開の影響も受けるのである｡ 空
間的展開＝空間軸とは当該地域においての方
が他地域よりも参入障壁を乗り越えることが
容易であり､ 市場での存続がより容易である
と判断されれば､ そのような地域が選択され
ることになる｡
だが､ これはあくまでも経済的合理計算―
ゲゼルシャフト―の世界であって､ わたした
ちはこのような世界とともに地域共同体―ゲ
マインシャフト―の世界にも生きているので
ある｡ たとえば､ 東京の方が起業における参
入障壁が低いと判断されても､ 人びとは自分
の故郷などを離れて東京に向かうとは限らな
いのである｡ また､ 逆に自分の故郷よりも東
京での起業を選択することもある｡ そこには､
市場規模の大きい都市圏の選択や人びとの地
域への愛着観やそこでの人間関係が深く絡む
のである｡
この意味では､ 起業もまた参入障壁をめぐ
る定量的―経済的合理的―計算とともに､ 人
びとの地域への愛着や思いという非定量的と
いう要因から構成される人びとの決断行為の
総合結果であるともいえる｡ 地域経済の活性
化とは単にその地域における新規開業に関わ
る参入障壁の高低に関わる論議あるいは認識
だけではなく､ 人びとの地域への関わり方そ
のものもまたわたしたちの検討課題となるの
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である｡
グローバル経済化という概念が提示されて
久しいが､ そこには表裏一体問題としてのロー
カル経済化が国民経済あるいは､ 地域経済の
活性化にとって大きな課題となってきたし､
いまも大きな課題となっている｡ この背景に
は､ 資本の運動がより越境的 (グローバル)
となっている一方で､ グローバル化しえない
労働力はより複雑な動きを見せているのであ
る｡ 資本の移動を象徴するグローバル化の進
展は､ その反作用としてローカル化の進展に
よるバランスを要求してきたし､ また､ 要求
している｡ ローカル化､ すなわち､ 地域経済
の活性化がなければ､ やがてグローバル化の
進展にも大きなひずみを生んでいくことにな
る｡ グローバル化をローカル化という対概念
で経済活動と経営活動をとらえれば､ 経営資
源としての資本や労働力との関係は必ずしも
一義的ではないのである｡
再度強調するが､ 資本の移動は直接投資あ
るいは間接投資というかたちで従来から越国
境的であり､ いまは国や地域間の規制などの
障壁が低下したことで一層越国境的となって
きている｡ その一方で､ 労働力の移動は複雑
な動きをみせているのである｡ 労働力には政
治､ 外交､ 文化､ ナショナリズムという要素
が深く結びついた階層構造があり､ 労働市場
もまた一義的ではなく､ そこには未熟練労働
と熟練労働､ 知識労働と単純労働などの個別
労働市場が存在している｡
一方において移動自由度の高い資本や資本
市場､ 他方においてさまざまな制約をもった
労働力と労働市場がある｡ グローバル化を象
徴するのがより自由度の高い資本移動である
とすれば､ ローカル化を象徴するのが制約度
の高い労働のあり方である｡ しかしながら､
労働市場もまた大きく変わろうとしている｡
知識労働あるいは知的労働に関わる市場は急
速にグローバル化―オフショアアウトソーシ
ングというかたちで進展―していることも認
めなければならない一方で､ 未熟練労働や単
純労働の活用は移民―合法あるいは非合法―
というかたちで進展しつつある｡
ここで､ 冒頭で述べた地域経済の活性化と
企業活動との関係にもどっておくと､ その担
い手をどのようにとらえるべきなのか｡ それ
は経済活動拠点をさまざまな地域で展開する
大企業層などであろうか｡ あるいは､ 既存の
中小企業層や新たに生まれてくる小零細規模
企業層なのであろうか｡ 小論では､ 小零細規
模層＝スモールビジネスに焦点を当てて､ そ
の担い手をめぐる諸問題を整理しておきたい｡
ここで“スモールビジネス”ということば
を使うのは､ 従来の自営業層を強く示唆する
小零細企業とは区別して､ 新“自営業”層を
意識しているからである｡ 起業―創業―の初
期段階での自営業形態の担い手は､ 過去と現
在との比較で大きく異なってきているのであ
る1)｡ 高学歴化した現在の状況では､ その担
い手は中等教育修了者ではなく､ 高等教育修
了者となっている実態がある｡ 新“自営業”
層とはこうした高等教育修了者による起業と
本論ではとらえておきたい2)｡
大学などの高等教育機関の地域経済活性化
に果たす役割は､ 従来においてはもっぱら産
学連携というかたちで論議されてきた｡ より
具体的には､ 大学のもつ知的財産―研究成果
など―の特許というかたちによる ｢市場化｣＝
民間企業の利用､ あるいは､ 大学人による起
業―いわゆる大学発ベンチャー―による産学
連携の重要性が指摘されてきた｡ これらの事
例―失敗も成功のケースも含め―の多くは技
術分野に限定されすぎてきたのではないだろ
うか｡ 現実の雇用構造においては､ 製造業の
比重は低下しており､ 雇用創出は第三次産業
において大きい｡ もちろん､ 第三次産業のう
ちサービス業などは単一的なものではなく､
第二次産業以上に多様・多種であり､ そこに
は従来型の個人サービスや事業所サービスだ
けではなく､ 高度な専門知識や経験を要する
さまざまな専門サービスなども含まれている｡
では､ 大学などの高等教育機関は､ 従来型
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の個人サービスや事業所サービスだけではな
く､ 高度な専門知識や専門的職業経験を要す
るさまざまな専門サービスなどの分野での起
業家の養成において､ 一定の役割を果たすこ
とができるのであろうか｡ ここには二つの側
面がある｡ 一つは専門サービスに関わる専門
知識の提供や､ 専門家の養成という側面であ
る｡ もう一つはこうした専門知識を事業とい
うかたちに ｢転化｣ させる新“自営業”層予
備軍に対して､ その事業を継続させるという
マネジメント能力3)や企 (起) 業家精神4)の
養成という側面である｡ この点における問題
の在り処を探りつつ､ マス教育からユニバー
サル教育となった大学教育における起業家教
育のあり方についてその課題を分析すること
が小論の課題である｡
2. 起業と教育
いうまでなく､ 私たちの眼前にあるいずれ
の独立企業においても創業者がいる｡ 企業は
起業者によって創始されてきたのである｡ し
たがって､ 過去においても起業者はいたので
ある｡ 彼らはあるいは彼女らはどこかで何が
しらの起業 ｢教育｣ を受けていたのである｡
ただし､ それが工場や商店などでの OJT
(On Job Training) といった営利組織での
インフォーマルな教育であったのか｡ あるい
は､ それが学校教育といった正式な教育組織
でのフォーマルな教育であったのか｡ この点
を区別すれば､ 従来の典型は前者のインフォー
マルな教育であり､ 現在あるいは将来におい
て後者の学校教育の比重が高まる可能性が強
いのではあるまいか｡
むろん､ この種の議論の前提には ｢起業家
教育｣ や ｢起業教育｣ とは何かが問われる必
要があるし､ その学習方法の実効性のみなら
ずその有効性が検証されなければならない｡
鄭賢淑は 『日本の自営業層―階層的独自性の
形成と変容―』 で ｢自営業における成功者た
ち｣ 6 人を選び出し､ 彼らの学歴・履歴を紹
介している (第 1表参照)5)｡
たとえば､ シャープの創業者の早川徳次は
小学校中退であり､ 町工場に入り徒弟生活
10 年間をへて ｢カザリ屋｣ として出発､ 後
に兄と共同で早川兄弟商会金属文具製作所を
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第 1表 電機産業における大企業の設立者
出所：鄭賢淑 『日本の自営業層―階層的独自性の形成と変容―』 東京大学出版会 (2002 年)､ 92 頁｡
氏 名 学 歴 職 歴 設立会社・設立年度 成 長 要 因
早川 徳次 尋常小学校中退 徒弟生活 早川兄弟商会金属
文具製作所 1915
ラジオ製作所 1924
独自の経営戦略
技術開発､ 市場開拓
小林 愛三 京大電気工学科 津山電灯株式会社
大阪電機製造株式会社
大阪変圧器 1919 友人や知己の協力
専門製作
多量生産主義志向
後藤安太郎 工手学校 逓信者省電気試験所
富士電炉工業 1938
早稲田大学の教授お
よび同窓生の援助
独自の技術開発
立石 真一 熊本工業学校電気課 兵庫県庁の土木課技手
井上電機製作所の検査主
任､ 独立開業で転々
立石電気製作所
1933
独自の技術開発
福田荒太郎 義務教育 服部時計店の工場長 日本周波電気時計
1933
独自の技術開発
大企業からの出資
川口 将一 ― 牧田電機製作所 愛知電機再生工場
1942
元会社同僚の協力
設立し ｢シャープペンシル｣ で成功したもの
の､ 関東大震災ですべてを失った｡ このため､
早川は事業の再建のために大阪に移り､ ラジ
オ製作に取り組んだ｡ 彼の自営業的創業は後
のシャープ株式会社へと事業を大きく成長す
ることになった｡ 正式な教育を受けた期間が
短かった早川徳次にとっての起業教育は町工
場での 10 年間に渡る徒弟修業であり､ カザ
リ屋でのさまざまな経験であったに違いない｡
同様の事例は早川のほかにも松下幸之助や豊
田佐吉のようなケースにも見出しうる｡
他方､ いわゆる学校出の起業家―事業家―
としては大阪変圧器の小林愛三､ 立石真一や
後藤安太郎のように当時としてはめずらしい
高学歴者たちがいる｡ 彼らは工学を大学や高
等専門学校などで勉強しても､ マネジメント
など経営管理手法について学んだかどうかは
疑問である｡ 小林は卒業後勤めた民間企業な
どで､ 他方､ 立石や後藤は役所や民間企業な
どでその後の自らの起業に必要な実用的な､
あるいは実践的な知識を身につけていったに
違いない｡
変わったところでは､ 日本周波電気統計の
創業である福田荒太郎は義務教育を終えた後､
神学院に入学して牧師を目指したものの､ 当
時の服部時計店の支店長がその機械製作に強
い才能を見抜き､ 服部時計店の工場長などを
へて創業することになる｡ 福田にとって起業
教育の場とは神学院での聖書研究であったと
は考えにくい｡ 服部時計での OJT との関連
が有意であったに違いない｡
ここで学歴と自営業層の担い手との関係を
とらえれば､ その時代の平均的な学歴との連
関性が重要であって､ 早川徳次などのように
低学歴者であったから自営業者となったとは
必ずしもいえない｡ 自営業となった人の数以
上に被雇用者となった人たちの数は圧倒的で
あった｡ 小林愛三や立石真一のように当時と
しては高等教育機関で技術を学ぶ機会を得た
ゆえに､ それを核に技術開発志向起業をめざ
した人たちは､ 技術者として被雇用者となっ
た人たちと比べればはるかに少数であったろ
う｡ この意味では､ 学歴と自営業の創業との
関連はかならずしも一義的ではありえない｡
この点に関して ｢一般的に自営業層は高学
歴志向から離れた階層とみなされてきた｡ 雇
用組織への所属が学歴を必要としているのに
対し､ 自営業は自分の腕が頼りであり､ その
意味で雇用世界とは離れた独自の世界をつく
りあげているといわれてきた｡ さらに､ 自営
への移動は学歴の低い人が選択できる唯一の
道であるともいわれてきた｡ しかし､ こうし
た見方が正しいかについては疑問がある｡ 自
営業がひとつの事業である以上､ 成功するた
めには自分の腕だけではなく､ 学歴もひとつ
の重要な資源になりうると考えられるからで
ある｣6) という鄭の指摘は十分に首肯できよ
う｡
このことは改めて､ 起業教育の場としての
学校教育や企業などでの OJT 的教育―企業
自身がそれを教育プログラムと意識していよ
うが､ していまいが―との関係をわたしたち
に改めて問いかけている｡ つまり､ 学校教育
で起業教育プログラムの導入と動機付けが実
際の起業にどれほど結びつくのか｡ あるいは､
全くこうした教育を学校時代に受けなかった
にもかかわらず､ 企業での就業経験などが彼
らあるいは彼女らを起業に突き動かすとすれ
ばどうであろうか｡ また､ いまの若者にとっ
て､ 起業とは何を意味し､ あるいは､ 企業の
事業再編などによっていわゆる中高年世代に
とって起業の可能性を考えたときに若いとき
に受けた教育の意味はどこにあるのであろう
か｡ すでに相対的に高学歴化した世代の自営
業創業者と､ 相対的に低学歴であった自営業
創業者とを比較すると､ 教育という要素―一
般教養的な知識習得から実践的プログラムま
でを含め―は何を意味するのであろうか｡
ここで ｢起業家教育｣ (entrepreneurship
education)｣ と ｢起業教育｣ (start-up edu-
cation) とを区別しておく必要がある｡ 起業
家とはその人の内的精神面でのあり方を意味
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し､ 起業家教育とは起業家精神育成教育と言
い換えた方がよい｡ では､ 起業家精神とは何
であろうか｡ それが起業家という精神 (マイ
ンド) であるとすれば､ 起業家とは何かとい
うことをまず問われなければならない｡ 起業
家とは起業を実践する人であって､ そこには
二つの価値の創造者としての実践的能力が必
要とされる｡ ここで実践能力といったのは､
事業を起こすことが起業であっても､ それに
継続性がなく破綻すれば､ その人は起業家と
してではなく失敗者としてわたしたちの脳裏
に深く刻み込まれるからである｡ もちろん､
こうした失敗に係わらず､ 失敗を活かしさら
に新たに起業し､ 最終的に事業を存続させて
いればその人は起業家として評価されること
になる｡
前述の二つの価値というのは第 1図の構図
にあるように､ 一つは社会的価値であり､ も
う一つは経済的価値である｡ これは価値と価
格といいかえてもよい｡ 社会的価値とは製品
やサービスが社会の規範あるいは社会的価値
観に合致するようなものであり､ そこには人
びとの購買価値 (customers' value) を促す
顧客便益性 (customers' benefits) がなけれ
ばならない｡ 他方､ こうした社会価値をもつ
製品やサービスがあっても､ 市場で売れなけ
れば (＝価格形成)､ 事業としての存続性は
困難となる｡ 経済的価値というのは､ 換言す
れば価値の価格としての実現ということにな
る｡ 起業後の事業の持続性とは､ こうした社
会的価値と経済的価値､ つまり､ 価値と価格
の均衡 (バランス) の上に成り立ってはじめ
て可能となるのである｡
ただし､ 創始される事業が当初からこの二
つの価値のバランスの上で成立しているとは
限らない｡ 起業にまつわる多くのエピソード
は､ 起業家はむしろ不均衡の上で事業をまず
は創始させたがゆえに均衡を取るためにその
後の多くの困難を乗り越えていった強靭な精
神の持ち主であることを示唆している｡ この
二つの価値観の均衡は予定調和説であって当
初から理想的なかたちで成立することなどむ
しろ稀有である｡ 起業家はこの均衡を達成す
るために､ 個々の事業展開の場面で､ あるい
は事業段階の場面で自主的決断 (self-
directive decision making) を行う人でもあ
る｡ このことは起業家精神の何たるかをすで
に示している｡
問題はこうした強靭な精神を大学教育など
において獲得させることが可能かどうかであ
る｡ それはいわゆる受身の一方的な知識ある
いは情報移転の場である大講義では困難であ
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第 1図 社会的価値､ 経済的価値と持続性
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り､ 双方的かつ対話的な場が想定されたゼミ
ナール―少人数クラス―などでの個別プログ
ラムにおいてその実現性が高いことになる｡
他方､ 起業家教育ではなく､ 起業教育の場合､
それは起業 (start-ups) に関連するプログ
ラムであって､ 会社設立の方法､ 財務や会計
などの基礎知識､ 生産・販売・労務などの諸
管理技術などの知識移転であって､ 大講義に
おいて対応可能―少人数クラスのほうが望ま
しいが―なものである｡ 小論では､ 大学等の
高等教育機関における起業家教育の可能性を
中心に､ 必要に応じて創業に関する種々の知
識や情報の移転をめざした起業教育について
取り上げるものとする｡
起業家教育については､ 日本の現状につい
ては次節でとりあげるものとして､ 高等教育
への進学率が上昇した各国においてもさまざ
まなプログラムの開発と実践が行われてきて
いる｡ たとえば､ 近年､ 学力向上の教育プロ
グラムで注目を浴びてきたフィンランドの場
合､ 1990 年代前半の深刻な経済危機によっ
て地域経済が大きな影響を受けたことで､ 地
域密着型の高等専門学校で起業家教育プログ
ラムが模索され､ 起業家輩出という点で注目
を浴びてきたフィンランド中部ユベスキュラ
市での取り組みがある｡ ユベスキュラ高等専
門学校のチームアカデミー―フィンランド語
ではティエミアカテミィア―の起業家教育プ
ログラムは､ コルベの学習論7)､ ピーターセ
ンゲの ｢学習組織論｣8) と野中郁次郎等の
｢知識創造モデル｣9) などを組み合わせること
で学生たちの ｢起業家｣ 能力を引き出すこと
をめざした“Brain Industrial Model”であ
る10)｡ このプログラムの中核を形成する鍵用
語はチーム学習であり､ チーム内の成員の相
互依存性を通じて自らの能力を再発見し他の
成員との関係のなかでビジネスのアイデアな
どを開発していくやり方が実践的に生み出さ
れてきた｡
ここで強調されているのは､ 日本でいえば
ゼミナールのようなクラス単位を対象にした
ような協力的学習 (cooperative learning)
である｡ 反面､ 日本の大学などで少数教育の
実践の場としてゼミナール単位での学習の必
要性が ｢教える側｣ において認識されている
が､ ｢教わる側｣ である学生においてはこう
したことが同様に認識されているとは限らな
い｡
第 2表は関西学院大学での学生意識調査の
結果を示したものである11)｡ 学生に対する設
問は､ ｢あなたが現在もっとも大切だと感じ
ているのは､ どのような人々との関係ですか｡
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第 2表 大学生の意識調査
出所：関西学院大学総合研究室 『第 14 回カレッジ・コミュニティ調査基本報告書―われわれの大
学などをよりよく理解するために (XIV)―』 (2008 年 3 月)｡
備考：関西学院大学生 (神学部・文学部・社会学・法学部・経済学部・商学部・理工学部・総合
政策学部) を対象にした 2006 年 11 月時点の調査｡ 1 年生 (29.3％)､ 2 年生 (24.1％)､ 3 年
生 (21.5％)､ 4 年生 (24.4％)｡ 男子学生 (43.4％)､ 女子学生 (56.1％)｡ 回答数 999 名｡
重視している集団の種類 構成比 (％)
家族
出身地・出身校を共通にする仲間
寮や下宿の仲間
ゼミナールや研究室の仲間
ノート・参考書など貸し借りする仲間
自治会関係の仲間
クラブ・サークルの仲間
アルバイトの仲間
その他
68.8
35.9
1.5
17.7
11.1
0.8
38.4
7.9
11.0
つぎの中から 2つだけ答えて下さい｡ ただし､
ここで 『仲間』 というのは本学の学生とは限
りません｣ (複数回答可) である｡ 最も重視
されている ｢集団｣ は ｢家族｣ で全体の 68.8
％､ ついで ｢クラブ・サークルの仲間｣ (同
38.4％)､ ｢出身地・出身校を共通にする仲間｣
(同 35.9％) となっており､ ｢ゼミナールや
研究室の仲間｣ はわずか 17.7％にすぎない｡
参考までに ｢ゼミナール・研究室の仲間｣ と
いう回答の学部別割合をみておくと､ 20％を
超えたのは総合政策学部 (23.4％)､ 法学部
(20.6％)､ 経済学部 (20.5％) となっており､
もっとも低いのは理工学部 (10.8％) となっ
ている｡ この調査結果によれば､ 日本の学生
たちのゼミナールなどへの帰属感は低く､ こ
うした少数者による協力的学習への取り組み
の認識も極めて低い｡ 日本ではゼミナールが
起業教育の受け皿として有効に活用できるの
かどうかを問う必要性があるだろう｡
こうしたなかでは､ 起業 (家) 教育の方法
論をゼミナール単位において成功を収めた外
国事例をそのまま日本に適用して､ それを単
に応用するだけでは､ 所期の効果を収めるこ
とができないのは自明であろう｡ それぞれの
国には､ それぞれの学生文化があり企業文化
がある｡ そこにある若者たちの集団に対する
考え方や､ それを形づくっている内面性を深
く知ることなくして､ 起業 (家) 教育という
段階以前に ｢教育｣ そのもののあり方を問う
ことはできない｡ とはいえ､ 現実には､ 日本
でも起業家教育が大学という場での実践プロ
グラムとして採用されてきた｡ つぎにこの現
状を探っておこう｡
3. 地域と教育
現在､ 地域という概念は以前ほどには明確
なイメージ像を結べなくなってしまった｡ そ
れは地域内で完結する経済活動がますます外
延化―しばしば､ グローバル化とも表現され
る―した結果､ 地域がしばしば以前とは異な
る広域圏を含んで構成されるようになったか
らでもある｡ さらに､ 地域と起業との関連性
を問えば､ 起業に関わるリスクを低減させる
側面とむしろ地域の現状そのものがリスクを
高める側面が想定される｡ その地域の産業が
国際競争力を維持している場合､ 起業はその
地域産業分野での事業展開と結びつく可能性
が高いと考えられる｡ 半面､ 不況地域＝不況
業種での起業はリスクが高いと想定され､ 起
業家はその地域で別の産業分野を選択するか､
あるいは､ 他地域での起業を行うかの現実的
な選択を迫られる｡
このような地域経済と起業との関係を問う
前に､ そもそも､ 学生が起業家教育の結果､
学生がすぐに､ あるいはやがて起業を行うと
想定することが非現実的な考え方であるかも
しれない｡ 磯辺剛彦と高橋徳行は起業活動の
国際比較データであるGEM国際比較調査か
らみた日本の評価―｢日本は 2.9％と低水準
にとどまっている｡ わが国よりも低い国は､
ベルギーの 2.7％のみであり､ 最も高い国は
ペルーの 40.2％である｣12) ―について､ この
数字がただちに日本の低調な起業家精神を示
唆するものではないと留保しつつも､ つぎの
ように指摘する｡
｢起業活動の国家経済への影響の把握､
起業家活動を促進､ 制約する要因を理解
するためには､ できるだけ多くの国家を
調査対象として､ 長期的な取り組みによっ
てのみ可能である｡ これまでの調査にお
いて､ 起業活動の水準やベンチャーにとっ
ての事業環境が､ 国家によって大きく異
なることが明らかにされてきた｡ 一般調
査による国民の起業活動に関する意識調
査では､ 日本人の多くが事業活動を見つ
ける能力や企業や組織を運営する能力も
無く､ その結果として起業家を目指す人
が少ないことを示していた｡ 今､ わが国
がこの現状を放置できないのは､ 起業活
動の活発さと経済成長には密接な関係が
想定できるからである｡ 日本経済の地盤
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強化のためには､ ベンチャーによる国民
意識をどれだけ早く変えられるかが鍵で
あり､ そのために政府や自治体による積
極的な取組みが必要である｡｣13)
要するにここで指摘されているのは､ 日本
社会における ｢起業力｣ の低下であり､ その
低下が放置できないまでに落ちているとすれ
ば､ それを高める努力が政府や自治体におい
ても積極的に為されなければならないという
ことである｡ そのためには ｢国民意識｣ をど
のように変えられるかである､ とされる｡ だ
が､ 学生のもつ潜在的な起業家精神を論ずる
前に､ 現在の日本人の起業観あるいは起業に
対する社会的価値観のあり方を問題視する必
要がある｡ 若い学生のみに起業家精神の高揚
を求めてよいわけではない｡
また､ 起業への ｢政府や自治体による積極
的な取組み｣ の範囲については､ 従来のよう
に起業家を支援する制度の番人としての役割
ではなく､ 自らも役所などから飛び出し起業
家として参加する役割も含めて日本人の起業
家精神を論じることが重要である｡ より端的
にいえば､ 役所という終身雇用の安定した職
場から民間企業へ転じ､ あるいは自ら起業す
るような人たちの比率が極端にまで低いとす
れば､ そこにはやはり健全な起業文化がある
とはいえないのではないだろうか｡ また､ 起
業を ｢教える｣ 教員側が起業主義の ｢司祭｣
ではなく､ 教員もまた起業家文化を構成する
｢信者｣ の一人である自覚をどのように獲得
し､ 自らのその参加者であるという意識をも
つ必要があるのか､ あるいはそうではないの
かということも重要でより本質的な課題の一
つなのである｡
先に見たフィンランドの起業家教育が一定
の成果を収めた背景を再考すれば､ 大学卒業
生たちにとって就職することが困難となった
ことのほかに､ たとえ他地域､ たとえば､ ヘ
ルシンキ首都圏などへ職を求めても彼らある
いは彼女らにとって満足を得ることのできる
職種が見つかる可能性が必ずしも高くなかっ
たことである｡ 必然､ 自分たちが生まれ育っ
た地域での起業は学生たちにとって一つの現
実的な選択であり､ 大学での実践的起業教育
プログラム―教室で知識だけを吸収するので
はなく､ 文字通り学生たちが顧客を見つけ出
しビジネスプロジェクトを立ち上げ､ ビジネ
ス経験などを豊富に有する教員たちがコーチ
として彼らあるいは彼女らが行詰ったときに
助言を与えている―はそれなりに現実味を帯
びた真剣な学びと経験蓄積の場となったので
ある｡
この点については､ 日本の場合､ 新規学卒
者の労働市場はきわめて空間的流動性の高い
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第 3表 地域別・国公私立別 ｢起業家教育｣ 講座・コース・講義の現状 (2008 年 6 月末現在)
出所：各大学のウェブサイトなど｡ 作成者は中京大学大学院経営学研究科修士課程の長屋誠吾氏｡
地域区分
対象
大学数
国公立私立別 国公私立別実施 実施大学
比率国立 公立 私立 国立 公立 私立 合計
北海道・東北 81 14 14 53 － 2 9 11 7.19%
関東 245 21 13 211 1 － 54 55 35.95%
中部 128 16 18 94 3 2 29 34 22.22%
近畿 157 15 19 123 2 － 26 28 18.30%
中国 51 5 10 36 － 2 7 9 5.88%
四国 16 5 3 8 1 － 2 3 1.96%
九州・沖縄 78 11 12 55 1 － 12 13 8.50%
全国 756 87 89 580 8 6 139 153 100.00%
市場となっている｡ 学生たちは地元に適切な
職種などがなければ､ 首都圏の労働市場など
へ流出している14)｡ こうした労働市場におい
ては､ 彼らが学校卒業後にすぐに起業する潜
在的可能性は元来低いのではないだろうか｡
むしろ､ 彼らがある一定年齢に達して両親な
ど地縁・血縁の関係―親などが所有・経営す
る家業の継承､ 資産の管理あるいは介護など
の理由―でユーターンしたものの､ 地元に適
切な職業選択が困難であるときに､ 起業が一
つの選択肢となりうるのではないだろうか｡
この意味では､ 学生時代における起業家教
育がその後 20～30 年間にわたって有効であ
る保証などはない｡ とはいえ､ 大学時代に受
けた起業家教育は､ 既存企業などを経て自ら
起業する人たちにとって､ その準備や初期段
階において起業プロセスのイメージを取り結
ぶのに有効な作用を果たす可能性がある｡ つ
まり､ 大学時代においてある種のヒントや一
般的知識などを与えておくことの有効性もそ
こにあると考えられる｡
日本でいわゆる ｢起業家教育｣ を掲げる
｢コース｣､ ｢講座｣､ ｢講義｣ を実施している
大学を地域別､ あるいは国公私立別にとらえ
たのが第 3 表である15)｡ 起業家教育を実施し
ている大学の地域別の動向は､ 関東圏､ 近畿
圏や中部圏に顕著であることが理解できる｡
関東圏の場合は､ 大学が 130 以上ある東京都
への集中が著しい｡ 国公私立の別では､ 私立
大学が主軸となっている｡ 私立大学主導の起
業家教育という構図は首都圏だけではなく､
全国的な傾向にもなっている｡ 同様の傾向は､
近畿圏では大阪府や京都府､ 中部圏では愛知
県が目立っている｡ ただし､ 国公立大学で起
業家教育が実施されているケースもないわけ
ではない｡ たとえば､ 県別でいえば､ 国立で
は埼玉県､ 長野県､ 京都府､ 香川県､ 福岡県
で実施されている｡ 公立では北海道､ 青森県､
福井県､ 静岡県､ 島根県､ 広島県で実施され
ている｡
日本の大学の起業論講座について類型化を
試みると､ たとえば､ 運営主体のあり方によっ
てつぎのような類型が想定できる｡
① 外部 (産学) 連携型 中小企業経営
者の第一世代 (創業者) などを大学の講
義へ招き､ その体験談を受講生たちに聞
かせ､ 教員などがその重要な点などを取
りまとめるようなプログラムである｡
② 内部主導型 もっぱら教員が起業に
関わる理論､ 統計､ ケーススタディーな
どを紹介するような座学形式のプログラ
ムである｡
③ プロジェクトベース型 受講生たち
に一定のプロジェクトを与え､ 模擬的に
起業から事業運営にいたるプロセスを体
験させるようなプログラムである｡
④ 起業手順型 会社設立のやり方､ 起
業後の財務､ マーケティング､ 資金繰り
などの手順を教えるプログラムである｡
現在のところ､ 日本の大学で多いのは①と
②である｡ ①については､ いわゆるオムニバ
ス形式で､ 大学によっては起業経験をもつ卒
業生や経営者を集め､ 起業体験や事業体験な
どを一コマあるいは数コマ担当してもらって
いるケースも見られている｡ ②は海外､ とり
わけ､ 米国などの起業教育の現状や日本の新
規開業の実態などの紹介が中心である場合も
多く､ いわゆる実践を意識したようなプログ
ラムではない従来型の講義内容である｡
③は､ プロジェクトマネジメントタイプで
あり､ 学生に事業に関する課題を与えてチー
ムで対応させるようなプログラムである｡ 具
体的には､ 商店街などの空き店舗対策として
学生たちに新しいビジネスなどを提案させ､
地元の商店街関係者などとも協力して行って
いるプログラムなどもある｡ 最後のプログラ
ムは日本の大学などではいまのところあまり
行われていない｡ 米国などで具体的なテキス
トがすでにつくられ､ 起業に関するテクニカ
ルな手順などが非常にプラクティカルに教え
られている｡ 日本でも､ 大学などが実業界な
どの協力の下に､ より現実的なテキストづく
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りを行うことなどが今後必要となってくるこ
とも考えられる｡
4. 課題と展望
欧米諸国で起業 (家) 教育が先行した背景
には､ 若者たちの就職難という問題があった｡
とりわけ､ 大学などの高等教育修了者を受け
入れることのできる労働市場は､ 一部の技術
や専門知識の分野において成立しても､ その
すべてを吸収しうることは困難であることか
ら､ 起業もまた職業選択の一つとなってきた｡
また､ 欧州などの労働市場では､ 日本のよう
に高等教育修了者が職人となることができる
が､ ドイツなどでは早期に職業教育に進む社
会階層と高等教育に進学する社会階層が分離
され､ それぞれの労働市場が分断されている
ところでは､ 大学卒業生の就職先は職業学校
卒業生―その後に職業訓練を受け､ マイスター
などの資格をとる―とは異なり､ 相互の乗り
入れはきわめて限定されているのである｡
米国では､ 現在､ 高卒新卒者の大学進学率
は 63％ほどになっている―むろん､ その後､
中退者もあり､ この数字がそのまま大学卒業
者の割合ではない―現状では､ 大学教育の修
了者がかつてのようなホワイトカラー職につ
ける保障などはない｡ それゆえに大学院に進
学してより高度な専門性を身につけようとす
る学生も一定数いることも事実である｡ 米国
の場合､ 2004 年の大学院修士課程卒業生は
約 56 万人にも達している｡ 彼らもまたその
すべてが学歴にふさわしい職業につけるわけ
でもない16)｡
こうした状況と比較すると､ 日本の大学卒
業生たちの就職状況は恵まれているといって
よい｡ この点､ 若年労働者層の失業率が全体
平均よりも高く､ 新卒労働市場での就職率が
日本と比べて低い欧米諸国では､ 起業もまた
若者の職業生活の選択肢の一つという意識が
醸成されて当然である｡ この意識の差異は､
大学における起業 (家) 教育のあり方を規定
することになる｡ 日本では知識としての起業
教育論が展開されるのに対し､ 欧米､ とりわ
け､ 米国などではより実践的な内容と訓練を
伴う教育プログラムが志向されてきた｡ 小論
で紹介したフィンランド中部でも起業 (家)
教育がきわめて実践的性格が強かったのも､
若年層の高い失業率と新卒就職率の低さを背
景にしていたのである｡
このような諸国の起業 (家) 論とは大学で
身につける知識や一般教養ではなく､ 実際に
実践することの可能性が高いものである｡ 若
者をめぐる労働市場のあり方こそが今後の起
業 (家) 教育論のあり方に影響を与え続ける
ことになろう｡ とはいえ､ グローバル経済化
の進展のなかで､ 日本もまた産業構造の急速
な転換に対応しえないならば､ 日本の労働市
場もまた欧米型のような問題を抱えることに
なる｡ 日本での起業 (家) 教育は､ 単に欧米
諸国のプログラムの紹介ではなく､ 日本経済､
日本産業､ そして日本社会の今後の変化を予
想しつつ､ そのあるべきあり方をめぐって模
索されなければならない｡
注
1 ) 高度成長期の起業の担い手の実態やその変化
の詳細についてはつぎの拙著を参照｡ 寺岡寛
『中小企業の社会学―もうひとつの日本社会論―』
信山社 (2002 年)｡
2 ) 鄭賢淑は自営業層についてつぎのようにとら
える｡ ｢自営業層の存在はその社会の開放性を
現わす象徴でもある｡ いかに自営への移動が
起こるか､ また彼らのなかからどの程度の割
合の人が成功できるかは､ その社会が個人の
独立志向や能力にどれくらい開かれた社会で
あるかを示している｡ 被雇用者層が学歴によっ
て評価され､ 官僚制のなかで与えられた定型
的な仕事をする存在であるの対して､ 自営業
層は自分の腕や能力､ 創意工夫を発揮できる
存在である｡ 彼らは独立志向が強く､ リスク
を厭わない｡ その点で､ 自営業者は学歴世界
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と異なった､ もうひとつの世界を作り上げて
きた｣｡ だが､ 現在では､ 学齢がなくても創業
者となり成功する可能性を保障する自営業的
世界もまた高学歴化のなかで､ その担い手が
変化していることを付け加えておく必要があ
る｡ 鄭賢淑 『日本の自営業層―階層的独自性
の形成と変容―』 東京大学出版会 (2002 年)､
4～5 頁｡
3 ) マネジメント能力とは財務や会計などの知識
や､ 生産や販売にかかわる諸管理能力などの
ことである｡
4 ) 企業家精神とは起業しそれを企業として維持
する精神性のことである｡ それは単に既存組
織において命じられ管理などを行うことなど
ではなく､ 資本と自分の能力を結びつけ利潤
を生み出す上で自己決定 (self-directive) を
行おうという精神性である｡
5 ) 鄭賢淑前掲書､ 91～94 頁｡
6 ) 鄭前掲書､ 126 頁｡
7 ) David Kolbe は 1984 年に彼の実験的学習理論
を発表した｡ これは 4 つの段階から構成され
ている｡ 第 1段階は ｢具体的な経験｣､ 第 2 段
階は ｢内省的観察｣､ 第 3 段階は ｢抽象的概念
化｣､ 第 4 段階は ｢実際的実験｣ である｡ 人び
とは第 1 段階で具体的な経験をすることで
｢感じ｣､ 第 2 段階でその結果を内省的に観察
することで ｢じっくり見つめ｣､ 第 3 段階でそ
れを抽象的に概念化することで ｢考え｣､ 第 4
段階で ｢実際的な実験｣ することで ｢やって
みる｣ というサイクルのなかで学ぶのである｡
これは分離して進行しているわけではなく､
こうした各段階がマトリックスを形成する｡
第 1 段階と第 2 段階の重なり､ つまり具体的
な経験とその内的観察は ｢感じ注意深く見る
こと｣ である ｢分岐・拡散｣ をもたらす｡ 第 3
段階とその前の第 2 段階の重なり､ つまり､
抽象的概念化と内的観察は ｢考えそして観察
すること｣ である ｢同化｣ をもたらす｡ 第 3
段階と第 4 段階の重なり､ つまり､ 実際的な
実験と抽象的な概念化は ｢考えそして実行す
る｣ という ｢収束｣ をもたらす｡ そして､ こ
れは第 1段階と第 4段階との重なり､ つまり､
具体的な経験と実際的な実験は ｢感じそして
実行する｣ という ｢適応・融通｣ をもたらす｡
このほかの組み合わせてとして､ 第 1 段階と
第 3 段階､ 第 2 段階と第 4 段階との相互作用
もある｡
8 ) Peter Senge は組織学習 (organizational
learning) についてより実践性の高い学習方
法を提唱してきた｡ この背景には 1980 年代に
米国系企業の国際競争力低下という背景があ
り､ イノベーションを中心とした再生がマネ
ジメントの重要な課題となり､ 組織における
より創造的で効率的な学習方法が模索された
ことがあった｡ 学習組織としての企業がどう
あるべきかが問われるようになった｡ Senge
が重視したのは ｢システム思考｣ ｢自己認識｣
｢固定概念 (メンタルモデル)｣ ｢共有ビジョン｣
｢チーム学習｣ である｡ 学習組織では､ 個々人
が自分の考え方など明確に意識し､ それを深
める (＝自己認識) と同時に､ 自分のなかに
ある固定概念に向き合い､ それが何であるか
を問い､ 組織として将来において何を達成す
べきであるのかというビジョンを共有するこ
とで個人も組織も大きく変わっていくことが
想定されている｡ このためには､ 学習組織で
はチーム学習が最重要視されるのである｡ チー
ム学習を支えるのは意見交換と討議である｡
ここで留意すべきは､ 意見交換と討議は異な
るという点である｡ 意見交換とは参加者が他
の成員の意見をじっくり聞き､ 理解しようと
いう行為であり､ 討議とは最終的に意思決定
をするために意見を聞くだけではなく選択す
ることなのである｡ これを使い分けることが
学習組織では必要である｡ 学習組織の指導者
は以上のことを理解し､ 意識して組織におい
て学習を促すことが必要となる｡
9 ) 野中郁次郎等は､ 日本企業を中心に企業にお
ける知識創造 (＝イノベーション) 過程を注
意深く観察して､ いわゆる SECI (Socializa-
tion, Externalization, Combination, Inter-
nalization) モデルを作り上げた｡ S とは
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｢共同化｣ であり､ Eとは ｢表出化｣ であり､
C とは ｢連結化｣ であり､ I とは ｢内面化｣
を意味している｡ 共同化とは､ たとえば､ 企
業でのプロジェクトチームの成員がもつ暗黙
知の共有化を意味する｡ 表出化はこうしたさ
まざまな暗黙知を適切な言葉などに転換させ
ることであり､ ここでは暗黙知と形式知との
関係が明確となる｡ 連結化とはこうした形式
知を組み合わせることである｡ 内面化とはこ
うした形式知を再び成員の暗黙知とさせてい
くことを意味する｡ こうした四つのサイクル
が巧く回転することで新たな知の創造が促進
され､ イノベーションなどにつながることが
想定されている｡
10) フィンランド中央地域の中核都市ユベスキュ
ラ市の高等専門学校のマーケティング教授で
ある Johanens Partanen は先にみた Kolbe
や Senge などの組織学習論､ 野中郁次郎等の
SECI モデルを大学教育に持ち込み実践した｡
Partanen は当初から起業家教育を強く意識
したかどうかは別として､ 彼がこのモデルを
実践しようとした 1993 年についてみれば､ ユ
ベスキュラ市を含めフィンランド経済の危機
の時代であり､ 若者の失業率がきわめて高く､
地域経済は疲弊し､ 地元で就職できる機会が
少なくなっていた時期であり､ いわば自然に
このモデルと起業家精神の育成とを結び付け
ていったように思われる｡ Partanen の指導
チーム―彼らは教師団ではなく､ コーチ陣と
呼んでいる―は学生たちに地元の企業などか
らプロジェクトを受注させ､ 学生たちにプロ
ジェクトチームの結成を呼びかけ―学生たち
は単に一つのプロジェクトのみに参加するの
ではなく､ 時により複数のプロジェクトに参
加し､ あるプロジェクトではリーダーを務め､
あるプロジェクトでは成員を務める―､ 学生
たちが実践を通じて成功のための共有ビジョ
ンをつくりあげ､ 組織学習を通じて個々人の
能力を開発することをめざしてきた｡ わたし
自身は Partanen 等のチームアカデミーを過
去に 3 回訪問し､ Partanen や彼のコーチ陣
や学生たちに直接 2 回ほどインタビューをし
た経験があるが､ 当初からこうした試みがう
まくいったわけではなく､ さまざまな失敗を
積み重ね､ 学生たちとこうした学習モデル
(Brain IndustrialModel) をつくりあげていっ
たのではないかという印象を強くもった｡
11) 関西学院大学総合教育研究室 『第 14 回カレッ
ジ・コミュニティ調査基本報告書・われわれ
の大学をよりよく理解するために (XIV)』
(2008 年 3 月)｡
12) 磯部剛彦・高橋徳行 ｢起業活動の国際比較｣
『国民経済学雑誌』 (神戸大学)､ 196 (2)､
2007 年 11 月｡ GEM とは Global Entrepre-
neurship Monitor のことである｡
13) 同上｡
14) わたしが 2006 年～2007 年に山口県や島根県
の大学 (いわゆる旧二期校) や公立大学の関
係者に行ったインタビュー調査では､ 地方国
立大学工学部の卒業生の場合､ 地元大手企業
の採用数は多くないこともあり､ 研究室によっ
て卒業生の 90％以上が関東圏あるいは関西圏
の企業への就職ということで ｢流出｣ してい
る｡ 他方､ 公立大学の場合､ 県外からの下宿
学生の方が地元学生よりも多いため､ 卒業後
は他県からの学生に加え地元学生の半数近く
が ｢流出｣ しているケースもある｡
15) 作成者は中京大学大学院経営学研究科修士課
程の長屋誠吾氏である｡ ここでいう ｢コース｣
とは履修モデルとして､ たとえば､ ｢起業家育
成コース｣ あるいは ｢起業家育成プログラム｣
などと呼ばれ､ 経営学の基礎・応用のほかに
起業家に必要な心構えやスキルを育成する複
数科目群を配置しているようなケースである｡
｢講座｣ とは､ ｢起業育成セミナー｣ や ｢起業
論｣ のような名称で起業経験をもつ経営者な
ど外部資源を利用しつつ学内教員との連携
(オムニバス形式) で実施しているケース､ あ
るいは外部機関―中小企業基盤整備機構や地
元商工会議所など―との連携の下に実施して
いるケース―外部の市民なども参加可能―で
ある｡ 講義とは一般講義だけではなく演習
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(ゼミナール) も含み､ 起 (企) 業家精神を主
要内容として､ ｢アントレプレヌール論｣､ ｢起
業家論｣､ ｢起業論｣､ ｢ベンチャービジネス論｣､
｢中小企業論｣､ ｢事業創造論｣ などの名称で実
施されているケースである｡
16) 参考までに博士号取得者は､ 米国の場合､
2004 年で 4万 8000 人となっている｡
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